
議題：防災対策の検討について

北海道防災会議地震火山対策部会

地震専門委員会
地震防災対策における減災目標設定に関する

ワーキンググループ

（第１６回）

資料５





国における防災対策の検討について
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道における防災対策の取組について



・平成２３年に発生した「東日本大震災」や近年の大規模災害を踏まえ地震・津波による広域的な災害
や大雨災害等を想定した災害応急対策活動や住民が参加する避難、避難所運営、物資輸送等の実践的な
訓練を実施

・平成３０年北海道胆振東部地震災害検証報告書の提言を踏まえ、令和元年度から厳冬期における自然
災害による大規模停電の発生を訓練想定とし、発災直後の避難所における寒さ対策に主眼を置いた訓練
を実施

・令和２年度から新型コロナウイルス等感染症が蔓延した状況における避難所運営訓練を実施

１．津波法に基づく全国の津波浸水想定の設定状況
１防災訓練の取組

避難所運営訓練（感染症対策：令和2年室蘭市）物資輸送訓練(平成30年広尾町） 厳冬期訓練（低体温症対策等：令和3年北斗市）
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・地域における防災力の強化を図るため、道民一人ひとりが災害や防災等に関する正しい知識を身につ
け、自治体や防災関係機関などとも連携し、災害に的確に対処していくことができるよう、「道民みん
なで取り組む災害に強い北海道」を実現するための取組を推進

１．津波法に基づく全国の津波浸水想定の設定状況
２防災教育の取組

避難所運営ゲーム北海道版（Doはぐ）

北海道シェイクアウト

１日防災学校(道教委と連携）

災害の種別に応じた啓発リーフレット

津波避難動画（YouTube配信）
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・市町村が実施する災害対策本部訓練や避難所開設・運営訓練、避難訓練・防災講話・防災研修などの
企画・計画作成アドバイスから実施までサポート

・市町村職員や消防職員等を対象に防災知識の普及・啓発を図り、市町村の災害対応能力など地域防災
力を向上するために防災の専門家の協力を得て研修会を実施

・国や自治体、交通やライフライン、医療救護などの防災関係機関で構成される「北海道大規模災害対
応連絡会」において、各機関の大規模災害への対応策の向上や情報共有・連携強化への取組

１．津波法に基づく全国の津波浸水想定の設定状況
３市町村・防災関係機関との連携

北海道防災啓発研修（令和3年9月）市町村訓練支援（本別町：令和3年9月）
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北海道大規模災害対応連絡会(令和3年12月）



・地震・津波被害への対策を講じるために、平成
２８年より道から市町村に専門家を派遣し地震・
津波対策推進に係るアドバイス等の支援を実施
・津波避難計画やハザードマップの作成・改訂等
に活かされているほか、避難路や避難方法の助言、
住民向けの研修会等を開催

１．津波法に基づく全国の津波浸水想定の設定状況
４地震・津波対策推進に係る専門家派遣事業

 

市町村名     委員名 実施内容等 

令和２年度 

厚真町 有村委員 

戸松委員 

避難計画の見直し、防災無線での周知方法、高規格道路の活用等に係る助言 

浜中町 戸松委員 避難困難地域等に係る避難方法等に係る助言 

平成３０年度 

浜中町 有村委員 避難困難地域おける避難対策の再検討及び地区避難計画の見直しに係る助言 

平成２９年度 

稚内市 田村委員 津波浸水想定設定を踏まえた防災意識向上のための講演会の実施 

積丹町 高橋委員 地区ごとの津波避難計画の策定や避難方法等の助言 

神恵内村 岡田委員 避難困難地域における避難方法等の助言 

寿都町 有村委員 津波浸水想定見直しに係るバッファーゾーンの設定等に係る助言 

八雲町 有村委員 避難困難地域での避難路や避難方法等の助言 

湧別町 橋本委員 ハザードマップ作成のための GIS活用に係る助言 

平成２８年度 

釧路市 橋本委員 自動車避難シミュレーション等に係る助言 

紋別市 高橋委員 

橋本委員 

ハザードマップ作成のための GIS 活用に係る助言及び防災意識向上のため

の講演会の実施 

神恵内村 岡田委員 避難困難地域での避難路や避難方法等の助言 

洞爺湖町 有村委員 津波避難訓練等に係る助言及び実動訓練の分析 

厚岸町 橋本委員 避難困難地域での避難路や避難方法等の助言 
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避難路等の確認（浜中町）

講演会の開催（八雲町(熊石））



主な防災対策の例



日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に対応する防災対策の例

・防災教育の徹底、災害教訓の伝承、避難訓練
・ハザードマップの整備、避難計画の策定
・緊急地震速報の利活用や速報の迅速化
・重要施設の耐浪化、配置の見直し
・津波避難施設の整備（避難場所、避難路、津波避難ビル指定）
・屋外避難場所での防寒対策、早期に屋内避難できる体制の整備
・避難所の確保
・要支援者対策（個別避難計画、避難所対策、仮住まい）
・防災備蓄倉庫の設置（乾いた衣類、防寒着、防寒具、医薬品など）
・家庭内備蓄の充実
・物流寸断を想定した緊急物資の分散備蓄（1週間分程度）
・ライフラインの確保対策
・BCPの策定・充実
・土地利用計画の策定
・津波対策施設の整備（海岸堤防、防波堤、防潮堤）
・建物の耐震化、地盤改良、液状化対策
・家具・設備等の固定、ガラス飛散防止
・出火防災対策（灯油タンク等の転倒防止など）
・建物の不燃化、木造住宅密集市街地の解消

被害想定においては、建物被害や人的被害、生活への影響、インフラ・ライフライン被害等について、被害の様相が
とりまとめられており、被害様相に対して被害の最小化やできるだけ早く復旧するための主な対策等を以下に記載
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主な予防対策

・救急・救助体制の構築
・防寒、防寒等に配慮した避難生活対策（避難所、避難所外）
・特定の情報通信インフラに依存しない情報共有体制の構築
・被災を想定した道路啓開の備え（建設業者との協定、実行動の
想定）

・道路啓開とライフライン・インフラとの復旧のために優先順位
の設定

・ライフラインの早期復旧対策の検討
・広域的な緊急輸送対背の構築（リダンダンシー、陸海空）
・小売業と運送業の連携による物資等の輸送の迅速化・円滑化
・燃料調達体制の確保、燃料補給の優先順位設定
・非常用発電機の整備、数週間対応可能な燃料の備蓄・優先確保
・自治体間の連携による広域的な避難体制の整備（広域避難計画
など）

・広域的な共助システムの構築（具体的な支援・受援計画の策定
など）

・災害廃棄物（仮置き場の確保、広域処理計画の事前検討）
・遺体処理対策の検討

主な応急・復旧対策



〇 防災対策の検討について

・ 国の対策を基本とし、本道特有の積雪寒冷などを

考慮した避難対策や低体温症対策

・ 広域に渡り都市間距離が大きい本道の沿岸地域の

特性を踏まえた対策

・ 中期的・長期的といった段階的な対策の検討 など

〈対策の主な論点〉
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